
減災害への取り組み
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①増加する災害⇔減少する対応力

西日本を中心に地震の活発期に入った。

異常気象は今後も増加する。

災害大国日本を支えた災害対応力

・血縁・・・少子高齢化

・地縁・・・希薄化・要塞化

・行政・・・財政難で行き詰まり

・知縁（ボランティア縁）・・・まだまだ未熟



防災（地震）に関する意識調査

※愛知県の自主防災組織率95.3%・全国3位

80.5%－－無料耐震診断を受けていない

（1981年以前木造住宅居住者）
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４４．６%
自宅の家具などの転倒防止／していない

59.8%68.3%自主防災活動に参加したことがない

63.4%73.5%住宅対策／不安だが特に何もしていない

45.0%62.1%備蓄食糧／用意していない

92.1%91.8%東海・東南海地震に関心がある

2004年2002年質問項目

愛知県データより抜粋



②防災体制の課題

防災ではなく「減災」が必要

現状の防災訓練は「災害後訓練」。災害前の減災に対する啓発・訓
練が必要。また「参加型」の意味がわかっていない。

自分の命は自分で守る？

いつも取り残される災害時要援護者。実際の声が届いているのか。
たとえば「避難準備情報」の新設をどれだけの人が知っているか。

要の自主防災組織の組織率は95.3%
本当に機能するのか。多くは形骸化、高齢化、マンネリ化、役員の固
定化または輪番化が危惧されている。



これでいいのか？
消防と防災・防災と減災の意味を考えたい





その夜

「みんなにマンママンマ食わせねばなんないから古
い米でいいから、ある人はもってきて。大き
な釜釜がある人は出して。薪ストーブ薪ストーブがある
人は持ってきて。」

「あとは何も言わなくても、みんな使えそうな
モノを持ち寄ってくれたし、薪を割ったり、薪を割ったり、
水をくんだり水をくんだり、食事を作ったり、できることを
できる範囲でやっていた。」

「震度７ 新潟県中越地震を忘れない」松岡達英 著 より



川口町木沢川口町木沢

集落外につながる全ての道が寸断、完全に孤立集落外につながる全ての道が寸断、完全に孤立

22日目住民自身が重機を持ちだし、日目住民自身が重機を持ちだし、33日目夜には道日目夜には道
を切り開くを切り開く



災害＝高齢者に被害集中

□阪神・淡路大震災
・死者：６，４３４名（直接死5.520名 関連死914名）

内65歳以上の高齢者４９％
□2004年度台風・風水害
・死者・不明者：約250名
内65歳以上の高齢者60％強

□新潟県中越地震
・死者：61名
内65歳以上の高齢者約50％

避難情報の伝達、解釈、避難支援体制等の課題
被害の深刻さばかりが伝えられ、学びがない



③対策が伝わっていない

内閣府「情報伝達および避難誘導検討会」
・避難準備情報（災害時要援護者の避難勧告）の新設

・福祉課等が防災課等と連携し「災害時要支援者支援班」を
設置

・様々な手法で「避難支援プラン」を策定

内閣府「避難対策検討会」

・「支援班」と各機関が調整できる「避難支援関係者連絡会
議」の場を新設

・当事者参画の上、福祉避難所などの整備

そもそも「避難勧告」が出されても逃げない。

「助けてあげる」ではなく、どうすれば自分が助かるか。



元気でＧＯ！あいちの旅
2005年8月28日（日）～30日（火）

田麦山小学校全児童43名＋中1（震災当時6年生）8名
小学校の先生6名・保護者30名／総勢87名

④現場の声が伝わっていない



昨今の災害ボランティア事情

1995阪神･淡路大震災・・・・・・・・・・・130万人
1997ナホトカ流出油災害・・・・・・・・・・27万人
1998福島･栃木水害・・・・・2,500人・5,000人
1998高知水害・・・・・・・・・・・・・・・・・・3,500人
1999広島水害（呉）・・・・・・・・・・・・・・1,500人
2000有珠山噴火災害・・・・・・・・・・・・・・1万人
2000三宅島噴火災害（継続中）・・・・・数万人
2000東海豪雨水害・・・・・・・・・・・・・・・・2万人

2000鳥取県西部地震・・・・・・・・・・・5,000人
2001芸予地震・・・・・・・・・・・・・・・・・3,000人
2001高知県西南豪雨・・・・・・・・・・12,000人
2002大垣荒崎地区水害・・・900人（3日間）
2003宮城県北部連続地震・・・・・・・4,600人
2004新潟県集中豪雨・・・・・・・・・・45,000人
2004福井県集中豪雨・・・・・・・・・・60,000人
2004新潟県中越地震（継続中）・・90,000人

・災害救助法適用の大規模災害の多くで「災害ボランティア」が
駆けつけ、「ボランティアセンター」が設置されている｡
・しかし、現場へ行った後、自らの地域防災に携わる者は少な
いことが課題。



NPOの試行錯誤

住民とのワークショップ

啓発イベント障がい者との避難訓練

子供たちとの防災まち歩き



啓発シンポジウム

ボランティアコーディネーター講座地域が行う弱者のための転倒防止

ガスを使わない炊き出し訓練



2006年度の主な事業
減災のための智恵収集・啓発事業（日本郵政公社）
水害対策啓発キットの開発（河川環境管理財団）
災害時要援護者セーフティネットづくり事業（内閣府）
災害時要援護者避難所対策提案事業（WAM）

地域ハザード需要最適化モデル創出事業（文科省・名大等）
災害ボランティアコーディネーター養成事業（名古屋・千葉他）
「あいち防災カレッジ事業」「あいち防災セミナー事業」
「地域防災ネットワーク推進事業」等（愛知県）
その他、名古屋・愛知・東海・全国各圏域の災害ボラン
ティア・NPOとのネットワークづくり
講演会講師（2005年度は約250講演）、各種委員会委
員委嘱、マスコミ対応、各種相談・助言など



まとめ
災害対応は行政だけでは限界。減災に向
けた市民参加が必要。特に地域が大切。

ここまではわかった。その先が知りたい。
「具体的には何をすればいいのか？」

NPOは所詮NPO。万年資金・人材・時間が
不足している。地震の前にくたばるかも。

有識者・技術者等との連携が重要

市民は難しいことは特に苦手である。


